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１．誰一人取り残さないSDGs未来都市こおりやまの推進

本日のアジェンダ

２．自助・共助・公助に基づく公民協奏(コンチェルト)

３．地域リーダーとして住民の生活、生業そして生命を
守る

はじめに 郡山市の概況（データでみる市政概況）

2



はじめに 郡山市の概況（データでみる市政概況）

福島県郡山市

●福島県の中央に位置し、東北地方では
仙台、いわきに次いで第3位の人口規模

●交通の利便性を生かし、「人」「モノ」
「情報」が集まる中核市、福島県の
「経済県都」として成長
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・郡山市と都内23区との人口の比較では、郡山市が新宿区以下12区よりも人口が多い
・法人事業所数の比較では、郡山市より少ない区は5区にとどまる

〇郡山市と東京都内区市町村 人口・事業所数比較
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・郡山市と都内市町村との比較において、郡山市の人口より多い市町村は八王子市（577,513人)、
町田市(432,348人）のみ

・法人事業所数のみの比較で郡山市を超えるのは、八王子市（19,398事業所）のみ
5



〇郡山市内０歳～18歳人口（年齢１歳階級別)
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(2020年10月20日更新)
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〇郡山市の一般会計当初予算規模の推移
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〇郡山市の一般会計決算額の推移
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〇郡山市の高齢者支援及び教育・子育て支援施策にかかる予算の推移



〇地価公示価格(１㎡当たりの平均価格）推移

出典：一般財団法人土地情報センター「地価公示」各年1月1日現在
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〇個人県民税（現年課税分）推移

※ 個人県民税の課税額･収入額は県内市町村で１位（2007～2019年度） 11



〇市税収入（現年課税分）推移
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〇郡山市の所得階層別納税義務者数の分布と所得格差
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課税法人数はサービス業、医療福祉、建設業で
大幅に増加（それぞれ約30％増）

〇営業種別法人課税額の推移 ※合計税額は法人市民税、事業所税、固定資産税（都市計画税含む）の合計

合計税額は建設業が約70％と大幅に増加、製造
業も約23％増加

15.6％増加 14.6％増加



〇卸売業・小売業（年間商品販売額）の推移

• 卸売業販売額は1997年をピークに減少し、震災直後に激減。最近では回復傾向にあるものの
震災前の⽔準には回復していない。

• 小売業販売額は震災直後を除き4,000億円台で推移しており、最近は回復傾向にある。 15



〇製造業（製造品出荷額）の推移

• 2000年代半ばまで上昇傾向にあり、2006年に１兆円を突破するものの、2008年のリーマン
ショック後激減。

• 2011年の震災で減少し、その後は緩やかな回復傾向にあったが2015年は企業撤退により減少。
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〇農地法人数の推移
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〇有効求人倍率の推移

資料：福島労働局 郡山管内：郡山公共職業安定所管内の数値のため、田村市、田村郡を含む。

・2008年のリーマンショック後、求職者数が急増。震災の影響もあり有効求人倍率は低位で推移。
・その後の復興需要から2012年から急激に回復。（少子高齢化による働き手の減少も）
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〇市内自動車数の推移

• 全種別で増加傾向にあるが、特に自家用車（2018年166,353台、2009年比8,444台増）及び軽
自動車（2018年97,972台、2009年比17,676台増）で増加傾向が著しい。

19



3,099 3,209 
3,566 

3,976 
4,409 

4,885 5,144 
5,624 

39 40 
49 

61 
69 

75 
78 

84 

0

20

40

60

80

100

0

2,000

4,000

6,000

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2019
（R1）

2020
（R2）

2021
（R3）

認可保育所等施設数・定員数・入所児童数推移（各年4月1日現在）

入所定員 施設数

（人）

〇認可保育所等施設、放課後児童クラブ推移

放課後児童クラブ数・利用児童数推移（各年4月1日現在）

20



〇本市の再生可能エネルギー導入量
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１．誰一人取り残さないSDGs未来都市こおりやまの推進
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「新しい生活様式」実現型課題解決先進都市の創生

～「誰一人取り残さない郡山」を目指す新年度予算～

令和３年度当初予算編成基本方針

政策推進５本柱

ⅠⅡⅢⅣⅤ
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〇「誰一人取り残さない」SDGsの基本理念
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オープンデータを活用した健康づくり・生活習慣病予防対策、広域医療
の分析（EBPM)
ICTを活用した科学的根拠に基づく健康寿命延伸対策の推進（EBM)

「医療・介護・健診データ」＋「疾病構造や医療・介護費との相関」等

⇒「定量的に可視化」

 保健事業・介護予防事業等を「こおりやま圏域住民」に拡大

⇒ 圏域住民 の「健康寿命の延伸」

⇒「圏域の医療費・介護給付費の適正化」

〇郡山市SDGs未来都市計画モデル事業概要（三側面をつなぐ統合的取組）

産総研福島再生可能エネルギー研究所 ふくしま医療機器開発支援センター
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オープンデータ等の多面的な調査・分析
⇒ 健康面のエビデンス蓄積 ⇒ 産学金官労言士との連携
⇒ 医療・健康面におけるイノベーション
⇒ 新たな医療・健康産業の創出

新たな医療・健康産業の創出
⇒「投資を呼び込むビジネス機会の創出（ESG投資）」

「地域経済の活性化」

「健康」による医療・介護費削減
⇒ 個人・自治体における削減分 ⇒ リソースを他分野へ

生涯現役人口の増加・多様なステークホルダーの参画
⇒ 地域コミュニティの活性化 ⇒ 交流人口・関係人口・定住人口の増加

⇒ 地域企業の人手不足解消や外国人材の活用 による労働力確保

⇒「地域経済の活性化」「地域の持続可能性確保」

〇本事業により目指す効果

自律的好循環
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近年、「令和元年東日本台風」や「新型コロナウイルス感染症」 ⇒ 予見困難な事象が発生
▶職員一人ひとりが自ら考え行動し、『市民サービスの向上』を図る必要性が高まっている。

作成の背景・機運

郡山市職員クレドカードの内容

目指すべき職員像

・３Ｓ「Ｓmile/Ｓpeed/Ｓmart」な職員

行動基準

・職員としての「行動基準」を記載（6項目）
・「職員の行動基準」と「ＳＤＧｓのターゲット」を明確化

活用方法/今後の展開

・持ち歩き可能なカード

・日々の業務の拠り所となる行動指針

・非常時の行動、OJTの機会等で活用

クレドカード

・「クレドカード」：組織の価値観や行動指針
⇒持ち歩き可能なカードの形にしたもの

【クレド】：ラテン語で「信条」「志」「約束」の意味

・民間企業のほか、近年、自治体でも導入され、人材育成、
顧客(住民)満足度の向上等に効果をあげている。

スマートフォンでの表示にも対応

ＳＤＧsの視点で責任と誇りをもって行動する「郡山市職員クレドカード」を作成

６大ブランドを記載

世界かんがい
施設遺産

〇郡山市職員クレドカードの作成
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〇SDGs六法 No one will be left behind ～誰一人取り残さない社会の実現を目指して

〇会社更生法 〇破産法

〇民事再生法 〇雇用保険法

〇生活困窮者自立支援法 〇生活保護法

窮境にある株式会社について、更生計画の
策定及びその遂行に関する手続きを定め、
当該株式会社の事業の維持更生を図る。

支払不能または債務超過にある債務者の財
産等の生産に関する手続きを定め、債務者
の経済生活再生の機会を確保する。

経済的に窮境にある債務者の再生計画を定
めること等により、当該債務者の事業また
は経済生活の再生を図る。

労働者が失業、雇用継続が困難となった場
合の給付等により、労働者の生活および雇
用の安定その他労働者福祉増進を図る。

生活困窮者に対する住居確保給付金の支給
その他自立支援措置を講ずることにより、
生活困窮者の自立促進を図る。

生活に困窮するすべての国民に対し、困窮
の程度に応じ最低限度の生活を保障すると
ともに、その自立を助長する。
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共通事項

ＳＤＧｓを踏まえた
バックキャスティング思考による基盤づくり

団塊ジュニア世代が65歳以上にSDGs国際目標の目標年限

2040年2030年2025年

あすまちこおりやま
(～2024)

拡大版あすまち
こおりやま(～2030)

SDGsの国際目標(～2030)

国総合戦略
(～2019)

第二期
(～2024)

国の長期ビジョン(人口見通し) （～2040・長期的には2060以降)

将来予見可能性の高い
課題からのバックキャスト

国

等

市総合戦略
(～2019)

改訂版
(～2024)

郡
山
市

国の政策・方針等
への迅速な対応

郡山市人口ビジョン(人口見通し) （～2040)

2040年2030年2025年

SDGs未来都市
計画(～2021)

(2030を視野)

デジタル市役所推
進計画(～2021)

分野別計画(39本)

団塊世代が後期高齢者に
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ＳＤＧｓを踏まえた
バックキャスティング思考による基盤づくり

・こおりやま広域圏内の住民、事業者等の
理解促進、認知度向上

・ＳＤＧｓ実践に取り組む機会の創出

・持続可能な社会づくりの担い手と
なる人材育成

・「ＳＤＧｓ体感未来都市」の実現

環 境

経 済 社 会
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「こおりやま広域連携中枢都市圏」による
広域的視点による問題解決施策の推進

構成：１６市町村（５市７町４村）
人口：約６５万人（福島県の約３分の１）
面積：約 3 , 3 1 3ｋ㎡（福島県の約４分の１）

【構成市町村】
郡山市、須賀川市、二本松市、田村市、本宮市、
大玉村、鏡石町、天栄村、猪苗代町、石川町、
玉川村、平田村、浅川町、古殿町、三春町、小野町

国（総務省）の「連携中枢都市圏構想推進要
綱」に基づき「こおりやま広域連携中枢都市圏
（通称：こおりやま広域圏）」を形成
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２．自助・共助・公助に基づく公民協奏(コンチェルト)

〇「都市の空気は人を自由にする」
⇒自立した市民により選ばれる地域、選ばれる政策を目指す
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〇「市民の市民による市民のための予算編成」
⇒YouTubeにより直接市民の皆様に予算や決算の内容を説明

（YouTubeストリーミング画面のキャプチャ画像）
33



（こども食堂） （自主防災組織活動）

〇「あらゆる分野で市民の自助力を高める」
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（第２層協議体）

〇「あらゆる分野で市民の自助力を高める」
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官民共助による清掃活動（クリーンフェスティバル）36



政策推進５本柱

（５レスの推進）

行
政
の
Ｄ
Ｘ

ペーパー（コピー）レス

カウンターレス

キャッシュレス

ファイルレス

ムーブ（会議）レス

〇自助・共助の推進には行政のスリム化・効率化も重要
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ペーパー（コピー）レス

タブレットを活用した
ペーパーレス会議（2019年度）

◇ 庁 議・・・ 28回

◇ 災害対策本部・・・129回

◇ その他の会議・・・ 13回

・デジタル市役所推進本部会議

・健康危機対策本部会議

・行政センター所長会議 等

◇ 附属機関等

・郡山市行財政改革推進委員会 等

ペーパーレスは、複数の取り組み
により効果を高めています。

◇ 人事給与・庶務事務システムによる

各種申請のペーパーレスの推進

◇ 財務会計・文書管理システムによる

起案等のペーパーレスの推進

◇ 電子申請システムによる各種申請の

ペーパーレスの推進
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キャッシュレス

市税バーコード決済（スマホによる決済）の実績 （速報値）

2020年度課税分
◇固定資産税 481件 27,042,500円
◇軽自動車税 456件 3,453,700円

キャッシュレス決済（電子マネー等）の実績

青少年会館施設使用料（指定管理者による実証実験）
◇2020年２月分 ２件 3,500円
◇2020年３月分 ３件 4,600円
◇2020年４月分 ３件 5,100円

水道料金等バーコード決済（スマホによる決済）の実績

◇2020年２月分 １件 5,967円
◇2020年３月分 ２件 11,166円
◇2020年４月分 ７件 58,749円
◇2020年５月分 12件 67,841円

水道料金のクレジット収納

開始時期 2020年４月課税分から

開始時期 2020年１月31日から

開始時期 2020年２月利用分から

開始時期 2020年３月から
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カウンターレス
※新型コロナウイルス対策

646 件

542 件
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スマートフォン等からの市政投稿件数 「ココナビこおりやま」

104件(19％)
の増加

オンライン申請件数 （2019年度） のべ38,978件の利用実績
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ファイルレス

2019年
度2020年度

③ 従来の紙台帳、図面をデジタルデータ化

各業務のＧＩＳ（地理情報システム・全庁
で利用可能）アクセス数

複数の部署でデジタルデータを共有する
業務数

870,357

件
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44件

0件

1,000,000件

2,000,000件

3,000,000件

2018年度 2019年度

1035,987件
（119％）増加

57 業務
68 業務

0 業務

20 業務

40 業務

60 業務

80 業務

2018年度 2019年度

11業務
（19％）増加

文字、数値データ入力 2019年度完了

図面をＰＤＦ形式のデジタルデータ化 ３万件／年で整備中

【建築概要書】のデジタル化 ※建築確認済みの建物台帳 申請により閲覧可能

2020年度 利用開始

※約12万件のデータを迅速に閲覧可能とする。

【道路台帳】のデジタル化

2020年度 システム導入 2021年度 利用開始

※図面の写しを交付するまでの期間を短縮する。
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ムーブ（会議）レス

テレビ会議システム利用状況 （2020年4月・5月の実績）

民間事業者
38件大学等

5件

行政機関
7件

市役所内部
4件

附属機関
3件

会議の相手方別2020年4月・5月の実績

業務打合せ

45件
会議6件

セミナー
研修2件

協定締結2件 取材・対談2件

会議の内容別 2020年4月・5月の実績 n=57

2件
0件 0件

7件

0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

22件

7件 6件 5件
3件 3件 3件 2件 2件 2件 2件

0件

10件

20件

30件

政
策
開
発

部

生
活
環
境

部
文
化
ス

ポ
ー
ツ
部

総
務
部

保
健
福
祉

部

市
民
部

税
務
部

産
業
観
光

部

都
市
整
備

部

上
下
水
道

局

建
設
交
通

部

部局別利用状況 2019年度 2020年度

※ 2020年度は新型コロナウイルスの対策のた
め、テレビ会議の活用を推進しています。
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３．地域リーダーとして
住民の生活、生業そして生命を守る

令和元年東日本台風による被害状況

(写真提供：スペースワン)
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発生年 項 目

1723年 阿武隈川が氾濫、上行合村から郡山村の間が湖水

1724年 大雨により守山藩に被害

1779年 阿武隈川が氾濫し横塚が水没

1784年 阿武隈川の流れを変えるほどの洪水

1812年 大雨により阿武隈川、逢瀬川が氾濫

1836年 飢饉

1858年 大水により阿武隈川沿いの作物全滅

1864年 阿武隈川が氾濫し川沿いの村々に被害

1902年 冷害日照不足で米皆無、大暴風雨で被害大

1945年 郡山空襲

1986年 8.5水害、堤防・護岸決壊380ヶ所

2004年 台風23号による豪雨被害

2011年 東日本大震災、台風15号による被害

2019年 令和元年東日本台風

〇郡山市の災害史
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阿武隈川における洪水発生の特徴市内に流れる水路 合計850ｋｍ

◆ 河川
164本・延長604ｋｍ

◆ 安積疏水の主要幹線
109路線・延長239ｋｍ

・阿武隈川などによる度重なる河川
氾濫の被害に見舞われた地域

◆ 南北に長い羽根状の流域形状
◆ 流下方向と北上する台風の進路が一致

・台風性降雨では洪水流出量が増大する傾向
・上流部から下流部までの最大流量がほぼ同
時期に生じる傾向

〇「知川知水」により河川とともに発展する都市
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〇国や県とも連携した「防災コンパクト都市・流域治水」
による安全安心な地域の実現
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阿武隈川御代田地区堤防整備
（国土交通省）

谷田川河道掘削工事
（福島県）
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赤木貯留管掘削工事（郡山市） 麓山調整池（2020年4月供用）（郡山市）

〇郡山市ゲリラ豪雨対策９年プラン（平成26年度～令和３年度）
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〇３次元浸水ハザードマップ

市内４８地点の浸水シュミレーションを市ウェブサイトで公表

避難経路と行動時期の検討に役立てる
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〇浸水リスクを考慮した立地適正化計画

①

②

④

③

東日本台風の浸水区域と居住誘導
区域の重複エリア

⇒左図の４エリア

「防災コンパクト先行モデル都市」
（全国１５都市、2020年）
の選定を受け防災指針を策定
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〇多極分散型のまちづくり

●浸水リスクを考慮した立地適正化計画

●市街化調整区域地区計画運用指針

●環状道路網計画による避難路確保

コンパクトシティ・プラス・
ネットワークの実現

密集型から開放型へ都市構造
を変革し強靭な都市へ
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〇企業との連携による市民の安全安心の確保

●「ALSOK福島株式会社」との車中
避難場所等の警備、案内に関する
連携協約（公共施設を想定）

●「株式会社バカン」との災害時避
難所等の混雑情報等情報提供に関
する連携協約

・新型コロナウイルス感染症下にお
いて避難所の混雑情報等を提供

●「株式会社ニラク」店舗駐車場の
車両避難場所としての提供、水道
水、トイレ等の提供、被災者への
情報提供等に関する連携協約
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〇市役所DX化への集中投資

小・中学生一人一台タブレット配備（2021年2月予定）
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ICTによる新しい保育様式（保育所システムによる登園・退園記録など）
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子育てLINE相談の実施
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「SIDEBOOKS」により議案書や各種資料を議員タブレッ
トに送信し共有 57



市立図書館で「電子書籍サービス」による貸し出しスタート
58



デジタル道路台帳によるセルフ閲覧・印刷サービス
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YouTubeチャンネルによる市立美術館展示紹介「１分間で郡山市美」
60



2015年度から工事請負契約について電子入札を導入
その後も毎年度対象業務を拡大（工事請負、委託(設計・測量)、原材料、除染関係)

82 
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986 

1,151 
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1,200

1,400

2015 2016 2017 2018 2019

電子入札契約件数推移 ［件］
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チャットボットやRPAによる業務効率化

・チャットボットの画面例
簡単な質問「住民票の発行」に対し
質問の確認及び回答の提示を自動で実施

・RPAシナリオ作成の画面例
定例業務の手順を指定しRPAが実施
2020年度は18業務に拡大
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「新しい生活様式」実現型
課題解決先進都市の創生 を目指して
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①国内で約96,000人が感染、
年代別では20代が最多(10/27時点)

〇新型コロナウイルス感染症対策10訓

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード（2020.10.28）資料より抜粋

⑥他の人に感染させる人は2割以下、
３密環境で感染を広げない

②6月以降の診断のうち重症化したのは
50代以下で0.3％、60代以上で8.5％
死亡はそれぞれ0.06％と5.7％

⑦３密環境で感染リスク高い
飲食を伴う懇親会などの5場面で注意

③重症化しやすいのは高齢者と
基礎疾患のある人

⑧現在の感染はPCR検査と抗原検査、
感染歴は抗体検査で

④日本は人口当たりの感染者数や死者数は
主要国と比べて低い水準

⑨軽症は経過観察、呼吸不全を伴うと酸素
投与やステロイド薬、抗ウイルス薬投与
改善なければ人工呼吸器の使用も

⑤他の人に感染させる期間は、発症2日前から
発症後7～10日程度

⑩ワクチンは開発途上、発症や重症化を
予防できるか現時点で不明
副作用はまれだが不可避的に発生
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「書を捨てよ 町へ出よう」
Throw away books, Let’s go to town.

現場・現実・現物を重視する
「三現主義」の徹底で
アウトリーチ型行政への転換
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